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１．計量法の目的・沿革と最近の動向
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○明治24年：度量衡法制定
・度量衡器の製作、修理及び販売の免許制や全品検査
・工業用計測器を含めあらゆる計量器を規制対象 等

○昭和26年：計量法制定
・製作、修理及び販売の免許制 → 製作、修理を許可制に、販売を登録制へ

○昭和41年：計量法大改正
・型式承認制度の導入（検定の合理化）
・規制の対象となる計量器（特定計量器）の範囲を縮小
（取引又は証明上の計量に一般に広く用いられる27種類の計量器に限定）
・製造及び修理事業を許可制から登録制へ

○平成５年：新計量法の施行
・国際単位系（SI単位）への統一（圧力kgf/mm2等を最大７年間、３段階の猶予期間を設け、完全移行へ）
・特定計量器の見直し（27器種→18器種）
・指定製造事業者制度の創設（全数公的検定→自社検定の許容）
・計量標準供給制度の整備（JCSS制度の創設） 等

１－２ 計量法の沿革（計量法全面改正（平成５年）まで）
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○平成12年４月：一部改正計量法の施行（地方分権一括法による自治事務化）
・特定計量器の検定・検査の実施
・機関の指定・登録等の監督権限（指定定期検査機関、適正計量管理事業所、計量証明事業等）
・取り締まり業務（勧告、報告徴収、立入検査等）
・自治体職員の計量教習所受講義務付けの廃止、手数料徴収の条例化 等

○平成14年４月：一部改正計量法の施行（特定計量証明事業の創設）
・ダイオキシン等極微小物質に関する計量証明事業の整備

○平成22年６月：一部改正政令の施行
・ベックマン温度計等使用実態のない３器種を特定計量器から削除
・型式承認手数料等を実態に合わせ改正

○平成25年10月：一部改正政令の施行（暫定延長非法定計量単位の恒久化）
・生体内の圧力に関するmmHg等の６単位を恒久化（平成５年法改正の完了）

○平成28年１月：一部改正省令公布（全特定計量器の技術基準のJIS引用完了）

１－３ 計量法全面改正以降の主な動向



１－４ 平成28年計量審議会答申以降の見直し①
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○平成28年１１月：計量行政審議会答申（今後の計量行政の在り方）

○平成29年６月：一部改正政令の公布（特定計量器の追加等）
・特定計量器として、従来より検定を行っている質量計において自動はかりを追加
・指定検定機関の指定の区分の追加（自動はかり）
・型式承認試験における試験成績書の受入れにおける手数料の減額措置 等

○平成29年９月：一部改正省令の公布（指定検定機関の区分・要件の追加等）
・器差検定を中心に行う区分を追加し、指定の要件等を追加
・自動はかりの届出区分の追加、経過措置の設定 等

○平成30年３月：一部改正省令の公布
・検定証印等のはり付け印の様式の制定、西暦表示方法 等

○平成30年９月：一部改正省令の公布
・計量証明事業者が保有すべき機器等の見直し 等

○平成31年３月：一部改正政省令の公布
・自動捕捉式はかりの検定及び型式承認手数料の設定
・自動捕捉式はかりの検定等の技術基準（JIS)の省令への引用 等



7

○令和２年３月：一部改正省令の公布
・ホッパースケール、充塡用自動はかり及びコンベヤスケールの検定等の技術基準（JIS）の省令への引用

○令和２年４月：一部改正政令の公布
・ホッパースケール、充塡用自動はかり及びコンベヤスケールの検定及び型式承認手数料の設定

○令和３年７月：一部改正政令の公布
・一部の自動はかりを特定計量器（施行令第２条）から除外
・一部の自動捕捉式はかりを検定対象（施行令第５条）から除外し、使用の制限の開始日を２年延期

○令和４年８月：一部改正政令の公布
・ホッパースケール、充塡用自動はかり、コンベヤスケールの使用の制限の開始日を５年延期

１－４ 平成28年計量審議会答申以降の見直し②
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「計量法施行令等の一部を改正する政令」、
「計量法施行令及び計量法関係手数料令の一部を改正する政令等の一部を改正する政令」の概要

① 「計量法施行令等の一部を改正する政令」 （公布日：令和３年７月27日）により以下の改正を行った。

(ア) 「自動はかり」のうち「目量が十ミリグラム未満のもの又は目盛標識の数が百未満のもの」を特定計量器から除外

※検定のための基準器が不存在、かつ取引・証明に使用される可能性が低く特定計量器としての規制の必要性に乏しいため。

【計量法施行令第２条関係】

(イ) 「自動捕捉式はかり」のうち「ひょう量が五キログラムを超えるもの」を検定対象から除外

※検定実施に当たって危険を伴うことが判明したため。

【計量法施行令第５条関係】

(ウ) 「自動捕捉式はかり」 の使用の制限の開始日を２年延期

※メーカーが承認を希望する型式数について、令和４年４月１日までに試験・審査を完了することが困難な状況が明らかとなったため。

【平成29年改正令附則関係】

② 「計量法施行令及び計量法関係手数料令の一部を改正する政令等の一部を改正する政令」 （公布日:令和４

年８月５日）により以下の改正を行った。

(ア) 「ホッパースケール、充塡用自動はかり、コンベヤスケール」 の使用の制限の開始日を５年延期

※最近の特定計量器の使用実態等を踏まえたため。

【平成29年改正令附則関係】

(イ) 自動はかり４器種の検定手数料に係る特例の対象期間を改定

※上記①(ウ)及び②(ア)による使用の制限の開始日を変更したことに伴うもの。

【平成31年改正令・令和２年改正令附則関係】

「平成29年改正令」：計量法施行令及び計量法関係手数料令の一部を改正する政令（平成二十九年政令第百六十三号）
「平成31年改正令」：計量法関係手数料令の一部を改正する政令（平成三十一年政令第六十号）
「令和２年改正令」 ：計量法関係手数料令の一部を改正する政令（令和二年政令第百四十号）











２．計量法における各制度の概要
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計量単位に関する規制

ＳＩ単位※を基礎とする法定計量単位を定め、取引又は証明における非法定計量単位の使用を禁止

※SI単位：長さ（メートル）、質量（キログラム）、時間（秒）など65の物象の状態の量に対応する単位を規定

計量単位の統一
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「計量」は、あらゆる経済活動の基盤であり、使用
する「計量単位」が複数あると、経済活動に著しい
混乱を生じる恐れ

経済のグローバル化

１．取引又は証明に係る規制
計量法第８条第１項により、取引又は証明において非法定計量単位を使用することができない。
２．計量器の販売に係る規制
計量法第９条第１項により、非法定計量単位による目盛又は表記を付した計量器の販売及び販売の
目的での陳列はできない。

（参考）計量単位に係る主な規制













構造及び器差の検定を全数行う代わりに、同一の型式の構造を試験・評価することで構造検定を合格とみなす制度
（→器差の全数検定は必要）

➢ 事業者（国内外製造事業者又は輸入事業者）は、製造する計量器のサンプル、設計図面等を、産業技術総合研究所
（電気計器は日本電気計器検定所）に申請

➢ 計量器の構造技術基準への適合性が認められる場合には、型式を承認する。
有効期間は、10年間。

①申請

③承認

②試験 ➢ サンプル等について、省令で定める構造技術基準（構造、材質、性能等）への適合性試験の試験・評価を実施。
➢ 試験は、指定検定機関に対して依頼することもできる。

型式試験の試験項目の例

[材質試験]
・対衝撃性の試験
[表記等確認試験]
・使用単位、製造事業者名等の確認、表記の視認性の確認
[器差性能試験]
・計量範囲の計量値の試験

[耐久性試験]
・経年変化による影響試験
[電気的妨害に対する試験]
・外部電波の計量値に対する影響試験
[基本性能試験]
・使用環境を想定した影響・動作試験

21

・特に大量生産を行う事業者にとってインセンティブとなる。
・国際法定計量機関（OIML）の技術基準にも採用されており、世界各国で同様の制度が採用されている。
・OIMLでは、型式評価の相互承認制度（MAA制度）及び基本証明書制度（型式評価試験成績書の全部又は一
部の受入れ）に続き、OIML証明書制度（OIML-CS）が発足している。型式承認を取得することによって、加盟国間
の輸出入が容易となる

型式承認制度



原則として、都道府県知事又は指定検定機関（電気計器は日本電気計器検定所）が省令で定める構造及び器差の技術
基準に適合しているか全数検定を行う。
タクシーメーター及び変成器付電気計器は、実際の使用時の計量精度を確保するため、検定に加え、装着した状態での検査
を義務付けている。(タクシーメーターは装置検査、変成器付電気計器は、変成器付電気計器検査）

検定に合格した特定計量だけを、取引又は証明への使用を認めることによって、適正計量の実施の確保を目的とする
制度

計量精度の経年劣化を考慮し、政令で検定の有効期間の年数を定めている。

検定

有効期間

届出製造事業者と指定製造事業者の製造から出荷までの比較

製造
検定

（都道府県等）
型式承認

（産業技術総合研究所等）
出荷

出荷
品質管理等
の検査指定製造事業者

届出製造事業者

基準適合証印

検定証印
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検定制度

製造
型式承認

（産業技術総合研究所等）
社内自主検査



優れた品質管理能力を有する国内外製造事業者（工場又は事業場ごと）を指定し、検定に代えて、
自社検査を認める制度

① 製造事業者（工場又は事業場ごと）は、経済産業大臣に申請。
② 製造事業者は、省令で定める技術基準【品質管理システム（ＩＳＯ９００１に相当）、過去３カ月間の製造実績等】につ

いて、都道府県（電気計器は日本電気計器検定所）の検査を受ける。指定検定機関で検査を受けることも可能。
③ 経済産業大臣は、検査の結果、省令の技術基準に適合する場合、指定製造事業者の指定を行う。
④ 指定製造事業者は、自主検査で型式承認を受けている範囲で、技術基準に適合している場合、基準適合証印（検定証印

と同様の法的効果）を付すことができる。

指定製造事業者の指定の手順

➢自治体等が行う検定を免除される
➢製造から出荷までのスケジュール管理が容易になる
➢検定手数料が不要となるため、大量生産する場合には、コスト削減につながる
➢製造事業者として対外的な信用が高くなる

指定製造事業者のメリット
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指定製造事業者制度













特定商品（消費生活関連として政令で指定された商品）の販売事業者は、量目公差を越えないように計量しな
ければならない。 また、一部の特定商品については、密封して販売する際に内容量の表記が義務付けられている。

法定計量単位により取引又は証明をするときは正確計量に努めなければならない。

10条 正確計量努力義務

商品の販売に係る計量規制

長さ、質量又は体積の計量をして販売に適する商品は、法定計量単位により示して、販売するよう努
めなければならない。

11条 長さ等の明示努力義務

特定商品の量目公差の例

特定商品 表示量
量目公差
（誤差）

食肉、
菓子類等

5g以上、50g以下 4%

50g超、100g以下 2g

100g超、500g以下 2%

500g超、1kg以下 10g

1kg超、25kg以下 1%
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商品量目制度

違反があった場合は、都道府県または特
定市は、勧告、公表、命令を行う。
命令に違反した場合、50万円以下の罰
金が科せられる。

12条１項 特定商品の正確計量義務

特定商品を計量販売するときは、量目公差を
越えないように計量しなければならない。
（例：精米、野菜、果実、魚介類、精肉）

特定商品のうち、政令で定めるものを密封する
ときは、量目公差を越えないように計量し、その
容器・包装に内容量を表記しなければならない。
（例：みそ、しょうゆ、牛乳、チーズ）

※14条１項 輸入商品も含む

13条１項 内容量等表記義務商品

13条１項で定める特定商品以外の特定商
品を密封し、容器・包装に内容量を表記する
場合、量目公差を越えないように計量しなけ
ればならない。

※14条２項 輸入商品も含む

13条２項

特定商品のうち指定した商品を容器に入れ
て販売するときは、内容量を表記しなければ
ならない。 ※灯油

12条２項

13条１項・２項の表記には、表記する者の氏名又は名称及び住所を付記しなければならない。
※14条３項 輸入商品も含む

13条３項



特定計量器を使用する事業所のうち、適正な計量管理を行う事業者を指定注）する制度

＜主な指定の条件＞
①計量士が定期的に検査を行うこと
②従業員等が計量士により計量管理の指導を受けていること
③計量管理規程が定められていること 等

＜適正計量管理事業所の標識＞

＜特徴＞
①自主検査をした特定計量器について定期検査を免除
②簡易修理後、基準に適合していれば再検定を行わなくてよい
③適正計量管理事業所の標識を掲げることができる

適正計量管理事業所制度
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注）国の事業所は経済産業局に、それ以外は都道府県知事に申請。






